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^ その他有価証券
期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

_ 金銭信託
期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 評価基準
低価法を採用しております。

] 評価方法
移動平均法を採用しております。ただし、医薬品及び診療材料については、最終仕入原価法
により行っております。

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

10．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国有財産等の無償使用の機会費用の計上方法
不動産は、近隣の地代や賃借料を参考に計算し、動産は、減価償却費相当額を計上しており
ます。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
新発10年国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

11．リース取引の会計処理
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

12．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

13．財務諸表（附属明細書を除く。）の表示単位
財務諸表は、百万円未満切捨てにより作成しております。なお、利益の処分に関する書類につ
いては、円単位で表示しております。

14．附属明細書の表示単位
附属明細書は、千円未満切捨てにより作成しております。

15．その他国立大学法人等の状況を適切に開示するために必要な会計情報
増資関係
{ 増資の概要
最近の経済情勢等に鑑み、日本経済再生に向けた緊急経済対策の一環として成長による富の
創出を図るため当法人の行う産学共同の研究開発による実用化促進に要する資金に充てるた
め、平成24年度補正予算（第一号）により平成25年３月28日付けで国からの出資を受け入れて
おります。

| 増資を受けた結果
政府出資金が41¶700百万円増加しております。

（重要な会計方針の変更）
当事業年度において、重要な会計方針の変更はありません。

Ô．損益計算書関係
１．当期純利益のうち、2¶624百万円は法人移行時における固有の会計処理に起因するものであり、
その内訳は下記のとおりであります。
\ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの
資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額 4¶944百万円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 2¶319百万円
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当期総利益に与える影響額（差引き） 2¶624百万円
] 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物
品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産
の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額
戻入額 `百万円

Õ．キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 100¶063百万円
定期預金等 � 31¶000百万円
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資金期末残高 69¶063百万円
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２．重要な非資金取引は以下のとおりであります。
\ 寄附受による資産の増加 4¶256百万円
] ファイナンス・リースによる資産の増加 8¶821百万円

Ó．貸借対照表関係
１．当法人が有している土地（51¶000百万円）の一部を国立大学財務・経営センター長期借入金
（8¶805百万円）の担保に供しております。
２．当事業年度末における債務保証の総額は32¶953百万円であります。

３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は47¶676百万円、賞与の見積額は4¶196百万
円であります。
４．ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
\ 貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額は255百万円であります。
] 貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係る支払予定額は1¶136百万円であります。
なお、サービス購入費の支払額は、物価変動に伴い改定されることがあります。

５．利益剰余金のうち、22¶584百万円は法人移行時における固有の会計処理等に起因するものであ
り、その内訳は下記のとおりであります。
\ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの
資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 46¶837百万円
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 28¶096百万円
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利益剰余金に与える影響額（差引き） 18¶740百万円
] 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物
品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資
産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受
贈額戻入額の累計 2¶166百万円

^ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国
からの出資でなく譲与としたことによるもの 903百万円

_ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、
国からの出資でなく譲与としたことによるもの 773百万円
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